Postwar Economic Reconstruction and The Congress of Industrial Unions of Japan : What was the issue on economic policies in the inner dispute and conflict of the organization in 1947? by 兵頭 淳史
はじめに
占領期日本の労働運動のなかでも，とくに
１９４６年におけるストライキ闘争の激発のなかで
主導的な役割を果たした全国組織である全日本
産業別労働組合会議（産別会議）に，１９４７年の
２・１スト計画頓挫以降，占領政策の転換をも
背景として内部対立が進行し，やがて指導部に
反発する民主化同盟（民同）派の形成によって
組織が分裂してゆくことは，戦後労働運動史・
政治経済史における重要な画期をなすものとし
〈要約〉
戦後初期の労働攻勢を主導した労働組合全国組織である産別会議には，ラディカルな政
治主義的ないし「革命的」労働運動組織というイメージがつきまとう。しかし同組織は，
戦争で荒廃した日本経済・産業の「復興」を担う主体でもあることを掲げる組織であった。
そして，１９４７年から翌４８年にかけて，同組織が内部対立から分裂へ向かうプロセスにおい
ては，この経済復興という政策領域をめぐる争点が重要な意味をもった。
すなわち，産別会議はいったんは，労資共同による復興運動組織としての経済復興会議
への参加という形で戦後経済復興への関与を果たす方針をとる。しかし，１９４７年成立の社
会党首班内閣の経済政策が，集団欠勤などの形をとった労働者の自然発生的な抵抗を誘発
し，それが，共産党の影響力行使を背景として，産別会議指導部内に，産業・金融の「国
営人民管理」を通じた経済復興を，という急進的な「復興」路線をとる潮流を生み出した
ことが，内部対立の進展と分裂（民同派の成立）へとつながるのである。
本稿は，こうした産別会議内外を貫く権力過程に着目した歴史分析を通じて，産別会議
の内部対立から組織分裂へと至るプロセスにおける，主として経済政策領域における争点
軸を明らかにする。
JEL区分：N３５，Y８０
キーワード：占領期，労働運動，経済復興，地域闘争
＊専修大学経済学部教授
Economic Bulletin of Senshu University
Vol. 52, No. 3, 121-132, 2018
戦後経済復興と産別会議
―民同派形成過程における政策的争点に関する一考察―
兵頭 淳史＊
121
てよく知られた歴史的事件である。そしてこの
内訌と分裂の原因をめぐっては，かつては専ら，
産別会議への日本共産党のフラクション活動に
よる介入・引き回しとそれに対する反発，とい
う図式で説明がなされていた。しかし，１９９０年
代以降における研究の進展のなかで，実はそう
した党‐組合関係のあり方をめぐる対立は表層
的・形式的な争点にすぎず，そこでは政策・運
動方針をめぐる対立軸こそが実質的に重要な意
味をもったことが明らかとなりつつある１）。
だが，これまでの研究においては，とくに民
同派の組織的な登場によって分裂が公然化する
以前の，産別会議指導部の内部対立が進行する
過程では，何が具体的な政策・運動目標上の対
立軸となったのか，という点についての解明は
十分なものであったとは言い難い。すなわち，
これらの研究においては，主として，片山内閣
への姿勢を中心とする政治的争点や，戦後政
治・経済体制の方向性といった大局的なビジョ
ンをめぐる争点への着目した分析が行われてき
た。
しかし，当該時期における最大の労働組合組
織として，政治情勢に与える影響力も極めて大
きかった産別会議が，敗戦後における日本経
済・産業の「復興」という課題についても重要
な位置付けを与える政策・運動方針をとってい
た以上，その運動の方向性をめぐって重大な内
部論争が展開されるとき，この戦後経済復興と
いう政策領域をめぐる争点が，何より重要な対
立軸として存在せずにはいられなかったはずで
ある２）。
本稿は，戦後における経済・産業の「復興」
という政策領域をめぐって，１９４７年における産
別会議指導部の内部対立が進むプロセスのなか
で，どのような争点が，いかに形成されていっ
たのか，という問題について明らかにすること
を試みたものである。
１ 産別会議による「産業復興」構想
敗戦と占領改革によって復活した労働組合に
よる全国的な労働争議の第一の波が，ストライ
キではなく「生産管理」という争議形態をとっ
たことは，「生産の増強」「産業の再建」といっ
たシンボルを肯定的なものとして労働者大衆の
間に浸透させてゆくという結果をもたらした３）。
こうした状況は，１９４６年５月以降，占領軍・政
府がそのような争議形態への抑圧姿勢を強め生
産管理闘争が困難となった状況を受けてもなお，
共産党中央や産別会議準備会をして，ストライ
キを主要な争議戦術として明確に打ち出すこと
を躊躇せしめるほどであった。
そして，同年夏には全国の労資対決の焦点と
なっていった読売新聞第二次争議において，共
産党員よりもアナキスト労働者のイニシアティ
ブによってストライキが敢行されるといった情
勢におされて４），共産党が生産管理に代わりス
トライキを枢要な闘争手段として打ち出した後
には，ストライキによって「労働者の要求をい
れることは結局，増産を促進する」のであるか
ら，ストライキこそは「生産増強のための鉄の
ムチ」であると主張するなど５），同党はストラ
イキと「生産増強」「産業の再建」とがいかに
矛盾なく結びつくかという議論を展開すること
になった。しかし，やはり通常ストライキとは
生産を減退させるものであることは明らかであ
り，「ストライキによる経済復興への貢献」と
いう主張には論理的な無理がつきまとわざるを
えない。
したがって，共産党および産別会議指導部が
労働者大衆の間に「生産増強」「産業の再建」
といったシンボルが浸透しているという状況を
受容する限り，経済復興に関するより積極的な
方策を提示することに迫られることになった。
そこから出てきたものが，産別会議による，「産
業復興計画を立案するために労働者と科学者，
技術者とをもって構成」される「産業復興会議」，
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および「産業復興会議で決議されたところの事
項を実行する実行機関」として，「労，資，同
比率の委員」によって構成される「産業復興委
員会」の設立構想であった６）。
この構想の一部は，４６年１０月中には一応の具
体化を見ることになり，同月７日，産別会議の
呼びかけによる産業復興会議の結成準備大会が
開催された７）。そして１２月に同会議は「産業復
興基本方針」を発表した。それによれば，産業
復興会議の性格は「労働者階級」が「広汎な勤
労大衆」および「産業を復興せんとする熱意の
ある資本家」と「共同して産業復興を展開する」
ための組織として規定され，その組織は「労資
の経営協議会を産業別の線に沿って地区，地方，
中央とつみ上げ」ることによって構築するもの
とされていた８）。ここでは，産業復興会議が，
個別企業レベルで制度化された団体交渉の場に
他ならない経営協議会をも「復興」運動の末端
組織として位置づけたことに注目しておきたい。
しかし，こうした組織理念はともかく，組織
実態の側面から産業復興会議を見れば，当初の
目論見に相違して資本家・経営者の参加を見る
ことはなく，経営協議会を基礎とした組織建設
も進まず，実質的には産別会議傘下のものを中
心とする労働組合に，若干の技術者団体を加え
たものにすぎないという実情であった９）。
２ 経済復興会議の成立
一方，産別会議に対抗する日本社会党系の労
働組合全国組織として，産別会議より一足早く
４６年８月１日に正式発足を見ていた日本労働組
合総同盟（総同盟）は，結成準備段階から「生
産危機突破産業復興運動」などの名の下に，経
済再建を目的とした中央レベルでの労使協議機
関設置構想を提唱していた１０）。この総同盟の提
唱は経営者団体，とりわけ修正資本主義を標榜
し「進歩的」経営者団体と目されていた経済同
友会の注目するところとなった。そして同年７
月以降，総同盟と経済同友会との間で数次にわ
たる協議が重ねられた末１１），１２月にはこの両団
体に中立労働組合を加えて「経済復興会議準備
会」を発足させるに至っていた１２）。ここで注目
すべきは，この経済復興会議においても各企業
の経営協議会が基礎となるものとして位置づけ
られていたことである１３）。
さて，総同盟と経済同友会は，日本産業協議
会（日産協）・関東経営者協会などにも呼びか
け，この経済復興会議を有力な経営者団体全て
を網羅する組織へと発展させるという構想を有
するに至った。だが産別会議についてはこの運
動に対する「異分子」ととらえ１４），当初これを
あくまでも排除する構えを見せていた。だが総
同盟・経済同友会から呼びかけを受けた経営者
団体，とりわけ傘下企業に産別会議系の労働組
合の多い重化学工業を多く抱える日産協は，産
別会議が参加することを自らの参加の条件とす
る構えを見せた１５）。この結果，総同盟・経済同
友会も，有力な経営者団体の参加によって「国
民的」運動体としての体裁を経済復興会議に与
えるためには，産別会議へも参加の呼びかけを
行うことを余儀なくされたのである。
そして呼びかけを受けた側の産別会議もまた，
産業復興会議の組織実態が先に見たようなもの
でしかなかった以上，自らの唱導する「復興」
運動に何らかの実体を与えようとするならば，
これへの合流という道を選択せざるをえなかっ
た。また共産党中央は，総同盟・経済同友会主
導による経済復興会議を「労資協調」であると
批判し，「経済復興は民主人民政権を樹立する
ことを先決問題としなければならない」との原
則的立場を掲げながらも，「経済復興会議自体
は人民の要望であるからこれを否定することは
できない，単に排撃するのみに止まるならば
我々は人民大衆から遊離することになる」とし
て１６），産別会議事務局次長であり，同時に産別
会議事務局における共産党細胞キャップでも
あった細谷松太を通じて，産別会議指導部に対
し，経済復興会議に参加するよう働きかけを
行ったのである１７）。
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こうして，１９４７年２月６日，産業復興会議の
合流という形をとって，主要な労働組合および
経営者団体を打って一丸とする経済復興会議が
正式に発足した。２・１スト中止から５日後の
ことであった。そしてここに，「生産の増強」「産
業の再建」その他様々な名前を与えられていた
同様の諸シンボルは「復興」という名の下に統
合されることになり，またもともと個別企業に
おける制度化された団体交渉の場という性格の
強かった経営協議会は「復興」運動の末端組織
として位置づけられることになったのである。
しかし発足した経済復興会議は，労働組合が
選挙運動にエネルギーを注ぎ込んでいたことな
どにより，目立った運動を展開することもなく
それから数ヶ月を経過することになった。この
ような「冬眠」と呼ばれた状態に大きな変化を
もたらす契機となったのは，４月総選挙の結果
を受けた片山社会党首班内閣の成立と，それに
対する共産党と産別会議の反応であった。共産
党は４月総選挙の結果を受けて進められた連立
工作の埒外におかれたのみならず，この過程
で，２・１スト前後にあっては事実上の統一戦
線を築きつつあった社会党左派から「絶縁」宣
言を発せられるなど１８），総選挙の敗北に続いて，
当面の政治方針の中で掲げた自らの政権構想が
近い将来の展望としても破綻したことを示す事
態に直面していた。
しかし共産党中央はこうした事態がもたらさ
れた要因について，生産点における闘争の局面
では自党の影響下にある労働者の多くが，選挙
においては社会党を支持した結果であるという
分析を加えていた１９）。そのような労働者の意識
動向に対する認識を踏まえて，共産党中央は「つ
ぎの政権は社会党を中心に民主党と国民協同党
の三党連立でゆくのがもっとも合理的である」
と主張するなど２０），この間も社会党に対しては
対決姿勢をとることなく，むしろ好意的態度を
保つこととなった。したがって片山内閣の発足
に際しても，共産党は自らの主張に合致するも
のとして一応これを支持する姿勢を打ち出し
た２１）。また２・１スト以降，共産党と産別会議
の両指導部が選挙に運動の力点をおいていたこ
ととあいまって４月には発生件数・参加人員数
ともに産別会議の結成以来最も少なくなってい
た労働争議が，全ての選挙が終了した５月にお
いても全く増加する兆しを見せないなど２２），労
働者大衆の政治的エネルギーが極めて低下して
いると見える状況もまた，同党がこの時点でこ
うした穏健な方針を採用する一因となったと言
えよう。
一方，細谷松太および日本共産党産別会議事
務局細胞は，この時党中央との間に感情的なレ
ベルでの微妙な軋轢を生じつつあったが，５月
以来，産別会議の「自己批判」という形で彼ら
自身が主体となって運動を穏健化する方向への
転換を模索していた最中であり２３），また建前上
は「政党支持の自由」を掲げ共産党との特別な
関係を持たないことを標榜する産別会議および
傘下の各産業別組織にとっても，労働者政党で
ある社会党が政権の座についたことそのものは
否定的に評価すべき事態でもなかったことから，
新内閣支持という姿勢は党に続いて産別会議指
導部によっても直ちに表明されるところとなっ
た２４）。そして総同盟が，社会党との緊密な支
持・協力関係からして片山内閣支持の姿勢を
とったことは言うまでもない。したがって，産
別会議の片山内閣支持姿勢は，労働組合組織の
全てが政府支持というかつてない状況を現出さ
せることになった。しかもそれら労働組合は経
済復興会議を通じて経営者団体とも組織的なつ
ながりをもっていたのであり，また経済復興会
議全体としての片山内閣に対する協力声明も発
表されたことから２５），片山内閣，とくにその経
済ブレーンである経済安定本部の官僚集団や学
者グループにとっては，経済復興会議は傾斜生
産方式を軸とする自らの戦後経済再建構想の円
滑な実施の強力な支援者として期待しうるもの
となったのである２６）。
そこで，片山内閣は経済復興会議に対して経
済安定本部を窓口とした定期懇談を行なうなど
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積極的に提携関係をとり結ぶことを進め，そし
て逆に経済復興会議の側も片山内閣からの働き
かけに極めて積極的に呼応した。というよりは
むしろ，片山内閣による「危機突破生産復興運
動要綱」の決定に対応して「生産復興運動実施
要綱」を策定するなど２７），経済復興会議は同内
閣との提携を通じてようやく実質的な活動の指
針を与えられたとさえ言える。
さて，産別会議指導部もまたこうした事態の
展開の中で，非共産党員の執行委員落合英一を
責任者とする「生産復興委員会」という機関を
設置し，１０月には同委員会の名において「生産
復興の基本要綱案」を発表するなど２８），「復興」
運動へ向けたより具体的・積極的な姿勢を打ち
出していく。そしてこの「基本要綱案」の内容
は中央レベルでは経済復興会議を，そして個別
企業レベルでは経営協議会を，産別会議による
「復興」運動の主要な舞台として位置づけるも
のであった２９）。
ところが，こうした産別会議指導部の「復興」
運動へのコミットのあり方は，もともと共産党
中央によってきっかけがつくられたものである
にもかかわらず，皮肉なことに，それがやがて
両者の間に決定的な矛盾を招来する重大な一要
因となっていくのである。
３ 「地域闘争」の発生と展開
片山内閣は，傾斜生産などを通じた生産回復
と並ぶ緊要な経済上の政策課題として，インフ
レ抑制という問題にも直面していた。同内閣は
発足して間もない７月７日，戦後初の体系だっ
たインフレ対策として，基礎物資の公定価格と
業種別平均賃金とを同時決定する「新物価体系」
を発表した３０）。その内容は，公定価格が戦前水
準の６０～６５倍に設定されたのに対して，業種別
平均賃金の基準となる暫定工業総平均賃金額は
１８００円，戦前の２７．８倍という，物価に比して著
しく低水準の設定に止まり，結果として実質賃
金は戦前比にして大幅な切り下げとなるもので
あった。経済官僚の主導によって算定されたこ
のような実質賃金の値は，戦前比からする労働
生産性の低下にほぼ見合ったものであり３１），資
本主義体制の維持を前提とした経済政策として
ある種の「合理性」に基づくものであった３２）。
しかし社会党に対する労働者の期待と支持を背
景として成立した同内閣がこのような事実上の
賃金抑制政策を打ち出すことは，配給食糧の遅
欠配が続く中で実際には公定価格よりさらに高
い価格の闇物資に依存した窮乏生活を強いられ
ている労働者の，失望と反発を招くに十分な条
件を与えるものでもあった。
このことから共産党中央は７月末には片山内
閣に対する支持を撤回し３３），加えて，社会党は
「ファシズムへの露はらい」の役割を果たすも
のであると規定するなど３４），早くも政府・社会
党に対して全面対決姿勢をとり始めた。そして
党員に対しては，社会党内閣の打倒へ向けての
「大衆闘争に全精力をかたむけ」ることを訴え，
細胞に対しては「大衆を燃え上らせ，これによっ
て大衆組織の上部機関を動か」せとの，また労
働組合内の党フラクションに対しては「上部機
関を動かして下からの欲求と結合せしめ」よ，
との檄を発した３５）。要するに共産党中央
は，２・１スト以降，とくに４月選挙以降は事
実上放棄していた，労働者の物質的不満を労働
組合の直接行動へと嚮導し，さらには反政府闘
争に転化するという方針を再び打ち出しはじめ
たのである。しかしその一方で同党中央は，２・
１スト以降ストライキに対する抑圧が厳しく
なっていることへの状況認識から，ストライキ
指導に関しては極度に慎重な姿勢を崩せないで
おり３６），かような政治目標へ向けていかなる大
衆行動を組織すべきか，という点については具
体的な指針をもちえない状態にあった。
だがその間にも，ランク・アンド・ファイル
の労働者による自然発生的な闘争は再び活発化
の様相をみせていた。中でも尖鋭な形をとって
現れたのは，公共部門，とくに逓信（郵便・電
気通信）事業においてであった。２・１スト中
戦後経済復興と産別会議
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止後，公共部門労働者の賃金については，政府
の設置した官公職員待遇改善準備委員会の場に
舞台を移して労使交渉が続けられた結果，４月
中旬に一応の労使の合意に達していた３７）。とこ
ろがここで合意された賃金内容に対して，全逓
信従業員組合（全逓）の大阪地方協議会の中に
は，京阪神地区の闇物価は東京よりも高くなっ
ているにもかかわらず都市勤務手当が不当に低
いという不満が発生しつつあった３８）。そして，
なおも高進するインフレにおされ，合意の時点
に比べての主食の闇価格上昇率が５０％に迫った
６月頃からは３９），このような不満が，空腹を理
由とした欠勤率の増大という形をとって顕現し
はじめ４０），全逓大阪地協および傘下各支部はこ
うした事態打開のために，大阪逓信局に対して
都市手当の増額・「危機突破資金」等の要求，
および組合員以外の地域住民との共同による食
糧遅欠配反対運動など独自の運動を展開しはじ
めた４１）。
全逓はかかる状況が生起しつつある中で，産
別会議の「自己批判」問題を主たる議題とした
臨時全国大会を開催したのであるが，ここでの
運動方針をめぐる議論には，２・１スト後全国
規模での闘争が困難になっている状況を受けて，
こうした地方組織独自の取組みが注目された結
果，「中央，地方の緊密な連けいのもとに組合
の有するあらゆる手段をもって地域に適応した
闘争を展開する」という，いわゆる「地域闘争」
の方針が採択されたのである４２）。
しかし，大阪地協の要求自体はその後も全く
実現せず，８月に入ると，大阪逓信局に１，０００
名の組合員からなるデモ隊が押し寄せ，局長に
大衆団交を強要するなど，苛立ちを強めた組合
員大衆の行動は急進化の様相をみせつつあっ
た４３）。さらに，８月２０日には，神戸中央電信局
で，賃金繰り上げ支給要求が拒否されたのを契
機として，その日の午後から組合員の自然発生
的な集団早退・欠勤がはじまり，２３日には欠勤
率２６％に達して，電信局の運営は麻痺状態と
なった４４）。神戸中電における組合員のかかる行
動は全逓中央指導部はもちろん支部・地協の指
導部すら予期せざるところであったが４５），指導
部はこれに対してとくに統制を加えるといった
措置には出ず，かえって機関紙上で同情的に報
道するなどしたことから，その後全国各地の職
場に同様の行動が漸次波及し，９月には大阪中
央郵便局，１０月には東京中央郵便局においても
集団欠勤の発生を見ることになった４６）。さらに
こうした「闘争」形態は９月以降は国鉄にも波
及していくことになる４７）。
ここで興味深いのは，全逓は産別会議傘下の
最大組織でありながら，この時点では共産党の
影響はさして大きなものではなく４８），その全逓
の中でもとくに大阪地方の組織は共産党色の薄
いところであったという点である４９）。要するに，
これらの諸「闘争」は，共産党組織にとっても
予期せぬ形で生じた，まさに自然発生的な大衆
行動だったのである。
そして，このように窮迫した生活条件によっ
て引き起こされた労働者大衆の自然発生的な直
接行動は，共産党中央によって注目されるとこ
ろとなった。すなわち，１０月１２日から１３日にか
けて開催された共産党の第５回（通算）中央委
員会総会においては，「労働組合内における階
級闘争主義の勝利への傾向」が，「職場の基本
的単位におけるあらゆる組織的闘争」という形
をとって現れていると報告された上で５０），爾後
の闘争もまた「職場闘争……なしには発展しえ
ない」との見解が打ち出されるなど５１），「職場
闘争」に重要な位置づけを与える方針が決定さ
れたのである。この「職場闘争」重視の方針が，
後のいわゆる「地域人民闘争」方針へと発展し
ていくのであり，ストライキの抑制から大衆行
動の明確な指導方針を欠いていた同党中央に
とって，全逓組合員の行動は一つの突破口と見
える役割を果たしたのである。
126
４ 「復興」方針の変化と産別会議に
おける内部対立の深化
そして同じ時期，共産党の政治路線に重要な
変化が生じつつあった。すなわち，このころ国
際情勢の面では，６月のアメリカ政府によるマ
ーシャル・プランの発表，これに対抗したソ連
による１０月のコミンフォルム設置など，米ソ両
陣営対立の構図が明確化しつつあったが，日本
共産党中央はこうした国際情勢の推移を認識し
た上で，次第に反米的姿勢へと傾斜しつつあっ
た５２）。またこうした動きと平行して同党指導部
内では「平和革命路線」に対する批判的な空気
が支配的となりはじめていたのである５３）。この
ことは，それまで労働者大衆の現状不満のエネ
ルギーを反政府闘争へと嚮導することを共産党
指導部に逡巡させる役割を果たしてきた重要な
要素が稀薄化しつつあることを意味するもので
あった。
さらに，こうした事態の進展と相前後して，
経済復興をめぐる同党の方針も決定的な変容を
見せることになる。すなわち，片山内閣と社会
党への対決姿勢をはっきりと打ち出した直後の
８月１０日の機関紙上に「重要企業国営人民管理
法案」が掲載されたが５４），その１ヶ月後に労働
組合対策を担当する部局である「組織活動指導
部」の名において発表された「賃上げと経済復
興」と題する論説において，この「重要産業の
国営人民管理」こそが「金融機関の統合と国営
人民管理」とあわせて「経済復興の唯一の道」
であるとの党見解が打ち出された５５）。そして１０
月１日には「金融機関国営人民管理法案」も発
表された５６）。
ところが，経済復興会議を重視する産別会議
指導部が，これと同じ時期にとった「復興」運
動の方針と，片山内閣に対する姿勢は，共産党
中央のこうした方針とは大きく基調を異にする
ものであった。すなわち，産別会議指導部の「生
産復興の基本要綱案」は，片山内閣との提携の
中で活性化しつつあった経済復興会議と，個別
企業内の経営協議会に重要な位置づけを与える
ことで，個別企業レベルでの団体交渉の制度的
定着と「復興」運動とを結合させようとするも
のであり，共産党が「経済復興の唯一の道」と
まで位置づけた「国営人民管理」のような社会
主義色をもつ要素は，目標としても手段として
も掲げられてはいなかった。そして，共産党中
央が，産別会議もまた自らの新方針にそって反
政府闘争を展開することを期待したにもかかわ
らず５７），産別会議指導部はそのような共産党中
央の意に反し，反政府闘争へ向かうことに否定
的な態度を明らかにしたのである５８）。
産別会議指導部においてかかる方針が採用さ
れたことには，生産復興委員長である落合英一
もさることながら，細谷松太の意向が大きく反
映していた。細谷は，４７年７月の臨時大会（い
わゆる「自己批判大会」）後に産別会議事務局
次長を辞任して平書記となり，さらに共産党中
央との間に主として感情的なレベルでの軋轢を
生じつつあったものの，この時点では依然とし
て事務局内の中心的な存在であった５９）。その細
谷が，経済復興会議の結成以降，経済安定本部
長官和田博雄や同官房次長稲葉秀三，さらには
大塚万丈・郷司浩平ら経済同友会幹部とも積極
的に人脈を通じることによって６０），片山内閣の
経済ブレーンや経済復興会議の中心的経営者グ
ループと産別会議との結びつきにとって重要な
役割を果たしていたのである。
そして細谷にとっては，共産党中央の総同盟
に対する方針，さらには労働運動指導の基本的
な方向性に関する見方も，危惧さるべきものと
映じていた。筆者が既に別稿において明らかに
したように６１），４７年７月の臨時大会における産
別会議の「自己批判」の内容をめぐっては，細
谷と共産党中央との間の見解の相違は，実はさ
して大きなものではなく，また，２・１スト後
の労働運動がある種の行詰まり状態にあり，と
くにストライキについては慎重にならざるをえ
ないということも，細谷と共産党中央との間に
戦後経済復興と産別会議
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共有された認識であった。
だが，そうした行き詰まり状況を打開する方
向性についての両者の認識は，この頃から乖離
しはじめていた。共産党中央が「地域闘争」「職
場闘争」の盛り上がりに打開の方向を見出した
のに対して，細谷は２・１スト準備過程以来自
らが築きつつあった産別会議と総同盟との提携
関係の発展，そして両者の組織統一にそれを求
めつつあったのである。したがって，共産党中
央が労働組合における「闘争主義」の台頭を称
揚し，片山内閣・社会党と同時に総同盟に対し
ても非難を浴びせていることは，こうした企図
を著しく阻害するばかりか，産別会議と総同盟
との離反を促進するものであり，容認し難いも
のとして細谷に捉えられた。
このように，８月以降共産党中央と，産別会
議指導部内の一部，とくに細谷松太や落合英一
らとの間に「経済復興」と片山内閣評価をめぐっ
て明らかな齟齬が生じ，８月後半から９月にか
けてはそれが党と産別会議の両指導部間におけ
る明白な姿勢の相違という形で顕現するまでに
至っていたのである。
ところが９月末から，産別会議指導部内にお
いては，７月臨時大会において新たに事務局長
に就任した共産党員吉田資治の影響力が徐々に
強まり，逆に細谷の影響力は相対的に低下して
いくことになる。すなわち，吉田は自らのイニ
シアティブの下で事務局に対する幹事会の権限
を強化する方向で指導部改革を進めたのに加え，
名目的な存在であった前任の事務局長佐藤泰三
と異なり，事務局の日常業務にも積極的に関与
しはじめたのである６２）。そして吉田は，片山内
閣に対しては「資本家諸君」が「民主主義陣営
を四分五裂の状態に陥れ，四党協定によって金
しばりした社会党を表看板に押立て，資本家の
ための産業再建」を進める政権と規定し，推進
すべき生産復興闘争とは「重要産業，金融機関
の民主的国管，国営，国有に連るところの人民
のための産業再建の闘争」であるとするなど６３），
全体として共産党中央の対政府方針および「復
興」政策を支持する立場をとっていたのである。
だがその間にも細谷は，次に見るようなこの
間の国鉄労働組合における動向などを受けて，
共産党の労働組合への影響力行使に対する危惧
を，逆にいっそうつのらせつつあった６４）。全逓
の地方組織の自主的な取組みとしてはじまった
「地域闘争」が，６月には全逓中央指導部の方
針として採用されたこと，そしてさらに，８月
からはその形態がよりラディカルなものとなっ
てゆくとともに，９月以降国鉄の一部職場にも
波及，共産党中央によっても「職場闘争」の高
揚による「労働組合内における階級闘争主義の
勝利への傾向」として注目されつつあったとい
う一連の経過は，既に見た通りである。
そうした中で開催された１０月１６～１９日の国鉄
労働組合第２回臨時大会では，この「地域闘争」
方針が焦点の一つとなった。この時国鉄労組の
指導部は右派の掌握するところであった
が，２・１スト後の全国的な統一闘争の困難化
という事態を受けて，その右派主導の指導部原
案もまた地域別の闘争という考え方を取入れざ
るをえないものとなっていた。しかしその原案
においては，あくまで中央指導部の指令・統制
の下で一部地域組織が闘争を行なう「部分闘争」
が打ち出されていたのに対して，共産党派は全
逓と同様の，地方組織が完全に自主的な判断で
闘争を組む「地域闘争」方針に基づく修正を提
案したのである。そして大会では激しい論戦の
末，採決の結果後者が採択されたのであるが，
これに対して指導部は総辞職を宣言，右派の代
議員は大会続行をボイコットして退場し，大会
は大混乱のうちに流会となった６５）。
そして退場した右派は，かかる事態を「共産
党のフラクション活動」に起因するものであり，
地域闘争は「組合員を強制して，地域的な混乱
を誘発し，全国的ゼネストにまで」導く意図を
もったものであるとして，「ゼネストを画策し，
組合員を犠牲にする共産党員を排撃」すること
を目標とする組合内分派組織として「国鉄労働
組合反共連盟」（国鉄反共連盟）を結成したの
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である６６）。
細谷は，この事件が「全労働組合の危機へと
発展する」性格をもつものである，との認識を
表明し６７），その原因については「組合と政党と
の関係の混乱に発」するものであるとするな
ど６８），国鉄労組における「地域闘争」方針の採
択にあたって不明朗な影響力行使を行なったと
して暗に共産党中央を批判したばかりか，片山
内閣に対する共産党中央あるいは吉田の姿勢を
「極左的」と規定するなど６９），１０月に入ると逆
に同党中央に対する批判のトーンをますます上
げつつあった。要するに，細谷は，労働運動の
「行詰まり」状況に対する打開に関して，新し
い形での大衆的直接行動の激発と反片山内閣闘
争への嚮導という共産党中央のとった方向に異
議を唱え，総同盟との連携を最優先させる立場
を鮮明なものとするに至ったのであり，明示的
ではないにせよ，「労働組合とは何か」という
根本問題に関する共産党の基本的な立場から
“逸脱”しつつあったのである。
このことは，産別会議指導部内，とりわけ事
務局内における方針対立の先鋭化をもたらさず
にはおかないであろう。果たして，９月末以降，
産別会議事務局内は，吉田を中心として井出洋
など党中央の方針にそった政策路線を追求する
党員からなるグループと，細谷を中心に三戸信
人・大谷徹太郎・秋山武・萩沢清彦・斎藤一郎
などからなる，党中央に批判的な党員グループ
とに分化していった７０）。細谷グループを核とす
る産別会議民主化同盟結成の素地は，かくして
形成されたのである。
むすびにかえて
産別会議には，ラディカルな政治主義的ない
し「革命的」労働運動組織というイメージがつ
きまとう。しかしながら，それは意外にも成立
直後から，日本における経済・産業の「復興」
を主要課題として位置付ける組織でもあり，し
かもその「復興」運動の構想は，「熱意のある
資本家」との協力をさえ謳うものであった。ま
た，産別会議の結成プロセスからその意思決定
に大きな影響力を行使する存在であった共産党
も，事実上そのような方針を容認した。産別会
議が結成直後からこうした方針をもっていたこ
とが，その後総同盟と財界の主導の下生まれる
経済復興会議に，産別会議もまた合流する，と
いう結果をもたらし，経済復興をめぐる「挙国
一致」的体制を作り出すことにもつながったと
言える。
しかし，そうした体制の政治的表現たる社会
党首班内閣の経済政策が，大衆にさらなる耐乏
を強いるものとなったことが，集団欠勤などの
形をとった，労働者の自然発生的な抵抗を誘発
することになった。そうした労働者による自然
発生的な集合行動が，共産党の明確な反片山内
閣方針への転換を促すことになる。同党中央は，
一方で労働者のそうした行動に，「地域闘争」
といった，いささか過大な表現を与えて称揚
し，２・１スト挫折後沈静化していた労働争議
の再活性化を図りつつ，他方では経済復興方針
を急進化させることになる。すなわち，重要産
業・金融機関の「国営人民管理」によって「復
興」を図る，という政策方針である。
こうした共産党の方針転換に伴い，党中央の
意向にそって「復興」政策の内容転換を図るグ
ループと，従来的な方針の維持・継続を求める
グループとの間に深刻な亀裂が生まれ，後者の
グループによって民同派が形成されてゆくこと
になった。
これが本稿のさしあたりの結論である。だが
こうした歴史像をより確かなものとしてゆくた
めには，「国営人民管理」という概念にこめら
れた意味内容の詳細な検討や，「地域闘争」の
実像に関するより精緻な分析が必要となろう。
これらを今後の課題として確認しつつ，本稿の
むすびにかえたい。
注
１）参照，兵頭淳史「産別会議民主化同盟の成立過程」
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『大原社会問題研究所雑誌』４５１号，１９９６年，同「産
別会議の組織と運動」『大原社会問題研究所雑誌』４９６
号，２０００年，および同「産別民同から総評へ」法政
大学大原社会問題研究所・五十嵐仁編『「戦後革新勢
力」の奔流』大月書店，２０１１年。
２）戦後経済復興と労働政治をめぐっては，中北浩爾
による優れた研究（『経済復興と戦後政治』東京大学
出版会，１９９８年）が存在するが，これは社会党と総
同盟に焦点を当てたものであり，産別会議について
は本格的な分析の対象となっていない。
３）兵頭淳史「労働組合像の交錯」熊野直樹・星乃治
彦編『社会主義の世紀』法律文化社，２００４年，１３５―
１４１頁。
４）山本潔『読売争議（１９４５・４６年）』御茶の水書房，
１９７８年，２５０頁参照。
５）徳田球一「生産増強のための鉄のムチ」『アカハタ』
１９４６年１１月１１日付。
６）産別会議準備会「産業復興根本方針」１９４６年８月
２０日（法政大学大原社会問題研究所編『日本労働運
動資料集成』旬報社，２００５年，５６４頁）。
７）労働省編『資料労働運動史・昭和２０―２１年』労務行
政研究所，１９５１年，３９７頁。
８）産業復興会議「産業復興運動の基本方針」１９４６年
１２月４日付（前掲『日本労働運動資料集成』５７５―５７６
頁）。
９）早川征一郎・吉田健二「経済復興会議の組織と運
動」（上）『研究資料月報』（法政大学）２８３号，１９８２
年，１６頁。
１０）同前３―５頁参照。
１１）大原社会問題研究所編『日本労働年鑑』２２集，第
一出版，１９４９年，２３２頁。
１２）早川・吉田，前掲論文，１１頁。
１３）同前１４頁。
１４）同前２１頁。
１５）同前２２頁。
１６）「日本産業再建の道―トクダ書記長の報告―」（日
本共産党第２回全国協議会）『アカハタ』１９４７年１月
１１日付。
１７）細谷松太「産別記」『新産別』１９６７年１月～１９６８年
１１月連載（『細谷松太著作集』２巻，鼎出版会，１９８１
年に所収）３３４頁（頁数表記は『著作集』による。以
下同じ），並びに斎藤一郎『戦後日本労働運動史』上
巻，三一書房，１９５６年，１５７頁。
１８）労働省編『資料労働運動史・昭和２２年』労務行政
研究所，１９５４年，１０００頁。
１９）徳田球一「総選挙は何をもたらしたか」（１９４７年５
月５日稿）『前衛』１７号，１９４７年６月発行，２頁。
２０）『アカハタ』１９４７年５月５日付。
２１）『アカハタ』１９４７年６月４日付。
２２）前掲『日本労働年鑑』２２集，１７―１８頁。
２３）４７年春から夏にかけての産別会議「自己批判」問
題の展開と，それをめぐる共産党中央と細谷および
産別会議事務局細胞との軋轢に関しては，兵頭，前
掲「産別会議民主化同盟の成立過程」２２―２５頁を参照
のこと。
２４）「新内閣を支持」『労働戦線』１９４７年６月１０日付，「主
張―新内閣に望むもの―」同前および「首相を激励
―全日本機器」同前。
２５）早川征一郎・吉田健二「経済復興会議の組織と運
動」（中）『研究資料月報』（法政大学）２８４号，１９８２
年，１６頁。
２６）傾斜生産方式については，三和良一『日本占領の
経済政策史的研究』日本経済評論社，２００２年，５４―５７
頁を参照。
２７）早川・吉田，前掲「経済復興会議の組織と運動」（中）
２１―２２頁。
２８）産別会議生産復興対策委員会「生産復興の基本要
綱案」『週刊情報』（産別会議機関誌）２３・２４合併
号，１９４７年１０月１１日付，１頁。なおこの点について
は，兵頭，前掲「産別会議民主化同盟の成立過程」
２９頁をも参照のこと。
２９）産別会議生産復興対策委員会，前掲「生産復興の
基本要綱案」２頁。
３０）「新物価体系」についての詳細は以下を参照。三和，
前掲書，５６―５７頁，および塩野谷祐一「経済緊急対策
と価格体系の改訂」大蔵省財政史室編『昭和財政史』
第１０巻，東洋経済新報社，１９８０年，３３４―３６０頁。
３１）同前３５９―３６２頁参照。
３２）片山内閣の経済政策の基本的性格については以下
を参照。木下威『片山内閣史論』法律文化社，１９８２
年，とくに２６７―２６９頁，高橋彦博「社会党首班内閣の
成立と挫折」『岩波講座日本歴史』第２２巻，岩波書
店，１９７７年，とくに２８３―２８７，２９１，２９８各頁，および
同「片山＝芦田内閣論」渡辺治他『戦後改革と現代
社会の形成』岩波書店，１９９４年，とくに１３２，１４６，１５２
各頁。
３３）日本共産党中央委員会政治局「新しい人民闘争を
前に全党員に訴う」『アカハタ』１９４７年８月４日付，
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徳田球一「新しい発展にそなえて」『アカハタ』１９４７
年７月２８日付。また４７年９月１日発行の『前衛』１９
号では「片山内閣批判」を特集している。
３４）「主張―社会党の役割とわが党の任務―」『アカハ
タ』１９４７年８月１９日付。
３５）前掲「新しい人民闘争を前に全党員に訴う」。
３６）１９４７年５月１８日開催の日本共産党第５回中央委員
会総会における「労働運動に関する方針（草案）」に
は，「ストライキ批判」という項目があり，その中に
は「戦闘的労働者，共産党員を組合から追放し組合
を骨抜きにする為に資本家側は最近新たな方法を用
いるようになった。前衛党（佐野学らの指導下にあっ
た「労農前衛党」を指すと思われる―引用者）員あ
るいはその他の裏切分子を通じて闘争を挑発するの
である」との文言が存在する（社会運動資料刊行会
編『日本共産党資料大成』１９５１年所収，１４５頁）。ま
たこうした見解はその後も保持され続け，１０月の第
６回（通算）中央委員会総会における徳田書記長の
一般報告の中でも「（社会党が労働組合を―引用者）
早期ストライキにおいこみ，これを弾圧することに
よって御用化の方向にみちびくこと……に専念して
いる」と述べられている（徳田球一「第５回中央委
員会総会における一般報告」（１９４７年１０月１２日）同『内
外情勢と日本共産党の任務１』真理社，１９４９年所
収，１００頁）。
３７）西川俊作「給与改訂の足どり―昭和二一年七月か
ら二二年末まで―」大蔵省財政史室編，前掲『昭和
財政史―終戦から講和まで』１０巻，６２９―６３３頁参照。
３８）浜武司「政治力のマヒと地域給闘争」『全逓新聞』
１９４７年６月１６日付。なおこうした不満は現実的根拠
に裏付けられたものであった。例えば４７年４月にお
ける，東京を１００とした闇物価指数は，大阪１６２．４，
神戸１８８．８，京都１２５．２となっていた（大蔵省財政史
室編『昭和財政史―終戦から講和まで』１９巻（統計
編），東洋経済新報社，１９８１年，６８頁）。
３９）大蔵省財政史室編，前掲『昭和財政史・終戦から
講和まで』１９巻（統計編），６４頁。
４０）「欠配は何処へ行く？」『全逓新聞』１９４７年７月２８
日付。
４１）同前。
４２）「新運動方針書」『全逓新聞』１９４７年６月２３日付。
４３）「逓信局へデモ交渉」『全逓新聞』１９４７年８月１８日
付。
４４）「空腹にたえず―事業停止の危機・神戸中電」『全
逓新聞』１９４７年９月１日付，および労働省編，前掲
『資料労働運動史・昭和２２年』３３３―３３４頁。
４５）前掲「空腹にたえず」。
４６）「憤懣の連鎖反応―ついに機能停止の大阪中郵」『全
逓新聞』１９４７年９月２３日付，および労働省編，前掲
『資料労働運動史・昭和２２年』３３４―３３６頁。
４７）「職場放棄国鉄へ飛火」『日本労農通信』１９４７年１０
月４日付。
４８）片島港『全逓闘争小史』（官業労働研究所，１９４９年）
によれば，「当時，中闘内において，共産党の勢力は
比較的少数であった」という（同６４頁）。同書は４９年
に全逓が分裂した際，再建同盟派（民同派）が結成
した正統派全逓の側に立って書かれた著書であり，
全逓組織内における共産党の勢力について過少に評
価する理由は考えられないため，この記述について
は概ね信頼に足るものと考えられる。
４９）例えば，１９４６年７月２６日における共産党産別会議
準備会フラクション会議の記録に「東京地方はある
程度党の力で動かすことができる。それで今度の大
会は社会党の地盤である大阪で開かうとしている」
との記述が見られる（日本共産党中央委員会労働組
合部「労働組合部報告」（謄写版）５号，発行日付な
し（『新産別資料』労働政策研究・研修機構労働図書
館所蔵））。
５０）徳田球一，前掲「第５回中央委員会総会における
一般報告」１００頁。
５１）同前１０４頁。
５２）荒木義修『占領期における共産主義運動』芦書
房，１９９２年，１７８―１７９頁参照。
５３）１０月の第６回中央委員会総会における一般報告の
中で，徳田球一は「議会主義的平和革命論」をとり
あげ，攻撃している（徳田球一，前掲「第５回中央
委員会総会における一般報告」１００頁）。また，荒木，
前掲『占領期における共産主義運動』１８０―１８１頁をも
参照。
５４）『アカハタ』１９４７年８月１０日付。
５５）日本共産党中央委員会組織活動指導部「賃上げと
経済復興」１９４７年９月１０日（前掲『日本共産党資料
大成』１７９頁）。
５６）『アカハタ』１９４７年１０月１日付，同２日付。
５７）「産別，反政府闘争へ」『アカハタ』１９４７年８月１３
日付。
５８）「アカハタへ訂正申入れ」『労働戦線』１９４７年８月
１９日付。
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５９）「自己批判」大会の直後開かれた産別会議第２回執
行委員会（４７年７月２１日）において報告された，４７
年７月１７～１９日の幹事会における審議事項の報告と
して「細谷事務局次長辞任申出の件」とあり，さら
に第３回執行委員会（４７年７月２３日）の決定事項と
して，「細谷事務局次長辞任の件，辞任は認めないこ
とに決定，部署については三役に一任」とある（『産
別会議本部資料』法政大学大原社会問題研究所所蔵）。
ここからは，細谷が（共産党中央の指示によるもの
にせよ，自発的なものにせよ）自ら申し出た事務局
辞職願いが，幹事会のたっての意向で受理されなかっ
たという経緯が看取され，共産党中央と細谷との「自
己批判」をめぐる軋轢の発生にもかかわらず，産別
会議指導部内においては細谷の能力が依然として高
く買われていたことが窺える。また，このとき事務
局員で後に産別民同結成に参加した人物らとの座談
会の中で，細谷自身が「自己批判大会でやめた。そ
して書記として残った。……けれども，私の仕事そ
のものは変わらなかった。なお，事実上の事務局長
だな。この第二回大会（４７年１１月の産別会議第３回
定期大会のこと―引用者）の直前までは……」と回
顧している（細谷松太・三戸信人・大谷徹太郎「産
別民主化同盟結成まで」（座談会記録）新産別二十年
史編纂委員会編『新産別の二十年』第１巻，１９６９年，１３８
頁）。
６０）細谷，前掲「産別記」３３６頁。
６１）兵頭，前掲「産別会議民主化同盟の成立過程」。
６２）吉田資治「産別会議の結成と組織・指導」（産別会
議研究会による聞き取り記録）法政大学大原社会問
題研究所編『証言・産別会議の誕生』総合労働研究
所，１９９６年，２４２―２４３頁，および細谷・三戸・大谷，
前掲「産別民主化同盟結成まで」（座談会記録）１３１
頁。
６３）吉田資治「産別会議の新方針」（１９４７年９月１１日稿）
『労働評論』２巻１１号，１９４７年１１月発行。
６４）細谷，前掲「産別の新運動方針について」３３頁，
および「分裂闘争の二十年」（１９４７年８月５日稿）『社
会評論』４巻４号，１９４７年１０月発行，２３頁。
６５）労働省編，前掲『資料労働運動史・昭和２２年』７８０
―７８２頁，並びに国鉄労働組合編『国鉄労働組合２０年
史』労働旬報社，１９６７年，２３７―２４２頁。
６６）国鉄労働組合反共連盟代表・仁村重吉他「反共宣
言」１９４７年１１月７日付（労働省編，前掲『資料労働
運動史・昭和２２年』６３７頁）。
６７）細谷松太「労働戦線統一のために」（１９４７年１０月２８
日稿）前掲『細谷松太著作集』２巻，６７頁。なおこ
の資料の性格については，兵頭，前掲「産別会議民
主化同盟の成立過程」３１頁を参照のこと。
６８）細谷，前掲「労働戦線統一のために」６４頁。
６９）同前６２頁。
７０）兵頭，前掲「産別会議民主化同盟の成立過程」３０―
３２頁。
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